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平成21年度事業報告書･総括的概要 
 

日本経済は世界的な経済危機から徐々に立ち直りつつあるものの高い失業率、デフレ傾向にある物価水準、円

高、ギリシャの経済危機など先行き不透明な状況にあり、松本地域の中小企業の経営環境は依然として厳しい状

況にある。こうした経済情勢に対応して、平成２１年６月に松本市の支援を受けて、松本商店街連盟、松本商工

親和会連合会、松本旅料飲食団体協議会と連携して「松本プレミアム商品券」、３億３千万円分を発行した。登録

加盟店の約７割の５７４事業所で利用され、大型店を除いた一般小売店で７６％強の２億５千万円余の利用があ

った。短期間に松本市内で自動車や住宅リフォーム、家電品、衣料品などの購入に利用され、エコポイント、エ

コ減税等の相乗効果もあり、消費喚起に大きな効果をもたらした。当所の計算によると１億５百万円余の消費喚

起効果があり、商品券と併せて約４億４千万円の経済波及効果があった。加盟店へのアンケート結果では、６１％

が効果あり、約６６％が次回も実施すべきとの回答でした。これを受けて、当所では四団体と連携のもと、プレ

ミア分等の支援を松本市へ要請し、松本プレミアム商品券第２弾を平成２２年２月に発売し、３時間で６億円分

の商品券が完売した。商品券の有効期間が５月末までのため詳しい結果は出ていないが、多大な波及効果があっ

たものと確信している。日本航空の信州まつもと空港路線からの撤退表明にともない、当所では、地元の１２経

済団体に呼び掛け、信州まつもと空港現３路線存続対策会議を立ち上げ、路線存続に対して、長野県や松本市が

行う存続交渉を全面的にバックアップすること、今まで以上に利用率向上にむけた活動を行うことを決議し、関

係方面に存続の働きかけを行ってきた。そんな中、関係各位のご努力によりフジドリームエアラインによる札幌、

福岡線の毎日運航が決定し、存続対策会議を支援会議に名称変更し、地元１２経済団体として、信州まつもと空

港路線便の利用促進など更なる支援策を検討中である。平成２１年３月に策定した中心市街活性化のための「商

業ビジョン」の具現化策として商店街活性化・繁盛店づくりのための研修会を開き、多くの事業主の方々に個店

の経営力強化、魅力ある個店づくりに必要な知識・ノウハウを習得していただいた。松本市工業ビジョンを実現

するため、北アルプスものつくりネットワークが、スタートし、自らの力で工業振興を目指す組織として、各社

の持つ知識や技術を相互に理解し合い、情報交換し、経営体質の強化、新規事業の開発、既存技術の向上、未来

ある企業への脱皮など、経営力のアップを目標に活動しており、福祉機器を開発しようとするプロジェクトも生

まれた。企業の資金繰り確保、雇用問題など重要課題について、国県市など関係機関と連携し、一時的に資金繰

りが悪化している地域中小企業への金融需要や経営安定に向けた融資特別相談会や倒産防止１１０番などを実施

した。また、雇用機会の確保や離職した人への対応などについて、従来から行っている雇用能力開発機構などを

通じた若者の就業支援や、平成２０年度からスタートしたジョブカード制度による非正規社員の正社員化など、

職業能力形成プログラムを多くの企業の協力を得て、雇用の安定化に向けた事業を実施した。経営力向上や創業・

事業承継などの中小企業経営支援事業においても、事業計画に沿い諸事業を実施し、一貫した課題解決を行うた

め、経験豊富な専門家スタッフを活用し、ワンストップで実践的な支援活動を行った。なお、本年度は国の支援

施策「地域力連携拠点事業」の採択を受け小規模企業等の付加価値創造と経営力向上の一助となることに努めた。 

会員企業等のＩＴ経営の実践・普及促進を目的としたインターネット利用支援事業やコンピュータの共同利用事

業など地域中小企業の情報化推進のための諸事業を実施した。また、会員企業等の大切なデータやハード・ソフ

トなどの情報資源や情報処理運用面でのセキュリティ確保は重要な課題であり、会員企業のニーズや相談に応え

るためＩＳＯ２７００１(JIS Q 27001)の認証を取得し、より安心安全な情報化推進事業に取り組んだ。商工会議

所の事業活動の在り方について、平成２２年１月に公募に応募された議員・会員のメンバーによる「商工会議所

活性化検討プロジェクト」を立ち上げ、将来の商工会議所のあるべき姿を検討してきており、６月には答申の予

定である。松本商工会議所のこれからの目指すべき方向を示したものであり、今後の事業活動の指針となる内容

となっている。また、会員企業のニーズの多い会員支援事業の推進や組織・財政の強化策として会員、共済加入

の増強を行うなど地域経済の発展・社会福祉の増進を図るという使命のもと、行政・関係団体と連携しながら事

業を積極的に展開した。 
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平成２１年度主な事業 

 

Ⅰ．地域開発・広域会議 

（１）信州まつもと空港路線存続運動 

平成２１年９月、「日本航空が信州まつもと空港の定期路線から撤退を表明」との報道がなされ、１０月１４

日日本航空より松本空港に就航している全三路線から平成２２年度の早い段階で撤退したいとの正式表明が長野

県に対してなされた。このことを受け、当所は地域経済社会の発展を考える上で路線の存続が絶対に必要である

ことから、地域経済団体と連携を図り、「信州まつもと空港３路線存続対策会議」を設置し、対応を協議してき

た。長野県当局を中心にさまざまな対応策が模索されるなか、１１月３０日長野県とフジドリームエアラインズ

(ＦＤＡ)の間で松本ー札幌線、松本ー福岡線の２路線のジェット機による毎日運航を目指すことで合意された。

その後、さらに協議が進められ、平成２２年６月１日からの運航開始が正式発表されるところとなった。 

 
 

Ⅱ．産業振興事業の推進 

（１）商業振興 

①松本プレミアム商品券事業 
平成２１年３月２７日、松本商工会議所・松本商店街連盟・松本商工親和会連合会・松本旅料飲食団体協議会

の経済４団体は、地域振興「松本プレミアム商品券」事業について支援を松本市長に要望。その後、地元消費の

喚起による地域活性化を図る事を目的に４団体代表によるプレミアム商品券運営協議会を組織し、プレミアム商

品券事業を実施した。商品券の総額は３億３千万円（うちプレミアム分は１０％の３千万円）、発売期間は６月２

０日～９月３０日までの約３ヶ月間。発行内容は１セット１万１千円分を１万円で発行し、共通券の内容は５千

円分のみ大型店で使用できる内容とした。商品券は約１ヶ月完売し、小売業の換金が全体の半分以上を占め、日

用品や食料品などの購入に加え、家電製品・洋服類など高額品などにも利用された。また、短期間に多くの商品

券が利用さ確実に地元消費につながった。 
 

（２）工業振興事業 

①製造業受発注開拓支援事業 

各製造業が有する個別技術の掘り起こし、自社セールスポイントの顕在化を支援。各種展示会への出展を奨励

し、効果的な展示方法等のアドバイス。受発注情報の収集と発信を３本柱に製造業受発注開拓支援事業を実施し

た。今年は特に現状を的確に把握し、課題を見極め方向性の絞込みや支援企業の絞込み及び現在進行中の活動（産

学官連携企業訪問／北アルプスものつくりネットワーク）等々の機会を積極的に活用し情報発信・状況把握を行

った。 

 

（３）観光振興及び誘客宣伝事業 

①善光寺御開帳に伴う誘客活動 

平成２１年４月から５月にかけて実施される長野・善光寺御開帳にあわせ、善光寺を訪問した後松本を訪問し

ていただくように、善光寺やＪＲ長野駅で観光誘客に努めた。また、信州まつもと空港路線の大阪・福岡・札幌

などでも善光寺御開帳の宣伝と誘客宣伝に努めた。 
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②一般社団法人 松本観光コンベンション協会への協力 

当所に事務局を置き、昭和６３年３月に設立された松本コンベンション推進協議会は、途中、松本コンベンシ

ョンビューローに名称変更し、松本市におけるコンベンションの開催を推進してきたが松松本観光協会と統合す

るため、平成２２年３月３１日に解散した。松本観光協会は５月２６日の定期総会において解散を決議、同日、

一般社団法人松本観光コンベンション協会設立準備会として設立時社員総会、設立時理事会が開催された。その

後、６月１日の設立登記を経て６月１８日に設立総会が開催され本格的に事業活動がスタートした。なお本団体

は統合された２団体の事業を引継ぎ、地域の観光とコンベンション事業の振興に取り組んだ。協会の会長は当所

の井上会頭が就任し、事務局へ職員１名を出向させた。 

 

 

Ⅲ．情報化推進事業 

進化するＩＴ関連に対応するため､信頼性の高いコンピュータ共同利用事業､中小企業等システム開発事業､イ

ンターネット利用支援事業､ eマーケットプレイス構築事業､電子認証啓蒙普及事業を積極的に推進した｡ 

 

（１）コンピュータ共同利用･システム開発の推進 
会員企業等２３３社が記帳業務､給与計算､販売在庫管理､生産管理等の業務処理を行うため当所に設置してい

る大型汎用コンピュータを共同利用している｡会員企業等の自社設置したコンピュータ-のシステム開発は３シス

テムの開発､ １２システムの改造を行った。また､ ４００以上の商工会議所が利用しているＴＯＡＳ(商工会議所

トータルＯＡシステム)のＷｅｂ版を開発し､全国の商工会議所向けにＴＯＡＳサーバーホスティングサービスを

開始した｡全国のホスティング利用商工会議所は１０１会議所(県内１４､県外８７)。 

 

（２）インターネット利用支援事業･松本市特産品･名産品バーチャルモール運用事業等 
 中小企業インターネット利用支援事業は１４年目を向かえ､インターネット接続は２，０１２団体･企業､ホーム

ページレンタル企業７４０団体･企業とオンラインによる通信販売･受発注拡大､企業ＰＲ等に利用された｡本年度

末までの累計の当所サーバー-のアクセス数は１５億万回､入場者６、８５０万人に閲覧され､松本地域の情報化に

大きく貢献した｡また､インターネットを利用した地場産業の振興を目的に､バーチャルモール(電子商店街)シス

テムを構築し､松本市の特産品･名産品を中心にホームページを持たないネット販売が未経験の事業所から､既に

本格的なネット販売を開始している事業所まで､幅広く販路拡大､売上の向上を支援した｡ 

 

 

Ⅳ．中小企業の育成と地域経済活性化総合支援事業 

経営の向上を目指す中小企業者の方あるいは創業予定者が抱えている経営課題に対し、一貫した課題解決を行

うため、経験豊富な専門家スタッフを活用し、ワンストップで実践的な支援を行った。本年度は国の支援施策「地

域でがんばる小規模企業応援プラン」より企画公募事業「地域力連携拠点事業」の採択を受け、重点事業として

実施、応援コーディネーター２名を設置して小規模企業等の付加価値創造と経営力向上を目指した。 

 

（１）小規模事業経営支援事業 

本年度の経営指導員による総指導件数は８，９３３件で、内訳は巡回指導件数２，６９６件、窓口指導件数６，

２３７件であった。また、専門家による集団・個別指導は計２３２回、２，６４０人に対し行った。内訳は集団

指導が計１４０回開催し２，２７７人、個別指導が計９２回開催し３６３人の参加があった。日本施策金融公庫

および県・市制度資金のあっせんは合計１３８件、金額で７億１，４６９万円であった。小企業等経営改善資金

のあっせん状況は５２件で、金額は２億４００万円であった。その他、社会保険等の事務代行や振興委員制度、

経営安定特別事業なども実施した。 
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（２）地域力連携拠点事業他 

 国の施策要件から県内中信地区の広範な地域に「地域力連携拠点事業」の理念と連携事業の実践を図るため松

本商工会議所が連携拠点となり「中信地区地域力連携拠点センター」を設置、圏域内の大町商工会議所、塩尻商

工会議所、岡谷商工会議所、諏訪商工会議所、下諏訪商工会議所、茅野商工会議所と支援機関等連携を組み連携

サテライトとして位置づけ「地域力連携拠点事業」の実施を図った。また、国の指定により「事業承継支援セン

ター」を設置、事業承継支援を行った。重点支援課題は経営力の向上支援事業、創業支援事業、事業承継支援事

業の３点であった。 

 

 

Ⅴ．組織・運営 

（１）組織並びに会員サービス事業 

当所の年度末会員数４，６６３名（平成２２年３月末）。本年度は「気持ちはひとつ、同じ目的に向かって」

をキャッチフレーズに事務局職員による会員増強運動を行い、１３４件の新規会員を獲得した。また、会員に対

するサービス事業は、永年勤続優良従業員表彰、ヘルスの日、各種共済制度、集団自動車保険、ＰＬ法対策事業、

自動車集団保険、容器包装リサイクル事業などの事業を実施した。 

 

（２）松本商工会議所活性化検討プロジェクト 

地域経済課題の拾い上げ、会議所事業と進め方の見直し、会員の会議所(事業・活動)への参加の仕組み、会議

所活動がスムースに進められるような仕組み(会議所の機能組織検討)、会議所の将来のありたい姿、「会議所中期

ビジョン」と「中期活動計画」の素案策定などをテーマに、将来、松本地域にとって'なくてはならない会議所'

を目指し「松本商工会議所活性化検討プロジェクト」を立ち上げた。メンバーは会員及び議員の２５名。平成２

２年６月（予定）に答申書を提出するために本年１月より毎週火曜日に会議を行った。 

 

 

Ⅵ．意見活動 

国・県・市の行政機関並びに地元選出国会議員等に対し「中部縦貫自動車道の早期建設に関する提言・要望」

を行った。また、松本商工会議所会頭、松本商店街連盟会長、松本商工親和会連合会会長、松本旅料飲食団体協

議会議長の連名で松本市長に対し「松本プレミアム商品券事業第２弾の実施について」の要望や、学校法人松商

学園に対し会頭及び建設部会・建設業委員会の連名で「松商学園総合グランド建設工事の地元発注」に関する要

望を行った。 

 


